
 

 

令和元年９月 

浜田市議会定例会議議案 

 

 

 

 

 

 令和元年９月２日 



令和元年 9 月浜田市議会定例会議付議事件 

 

議 案 

認定第 1 号 平成 30 年度浜田市一般会計歳入歳出決算認定について 

認定第 2 号 平成 30 年度浜田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

認定第 3 号 平成 30 年度浜田市駐車場事業特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

認定第 4 号 平成 30 年度浜田市公設水産物仲買売場特別会計歳入歳出決算

認定について 

認定第 5 号 平成 30 年度浜田市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認定

について 

認定第 6 号 平成 30 年度浜田市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認

定について 

認定第 7 号 平成 30 年度浜田市漁業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認

定について 

認定第 8 号 平成 30 年度浜田市生活排水処理事業特別会計歳入歳出決算認

定について 

認定第 9 号 平成 30 年度浜田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定

について 

認定第 10 号 平成 30 年度浜田市水道事業会計決算認定について 

認定第 11 号 平成 30 年度浜田市工業用水道事業会計決算認定について 

議案第 52 号 浜田市自治区設置条例の一部を改正する条例について 

議案第 53 号 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴

う関係条例の整備に関する条例の制定について 

議案第 54 号 浜田市協働のまちづくり推進に関する条例検討委員会条例の制

定について 

議案第 55 号 浜田市印鑑条例の一部を改正する条例について 

議案第 56 号 浜田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の制

定について 

議案第 57 号 浜田市立幼稚園条例の一部を改正する条例について 

議案第 58 号 浜田市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例

について 

 



議案第 59 号 浜田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基

準に関する条例の一部を改正する条例について 

議案第 60 号 浜田駅関連施設条例の一部を改正する条例について 

議案第 61 号 浜田市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一

部を改正する条例について 

議案第 62 号 浜田市水道給水条例の一部を改正する条例について 

議案第 63 号 市道路線の廃止について（佐野新開線外） 

議案第 64 号 市道路線の認定について（浜田 255 号線外） 

議案第 65 号 令和元年度浜田市一般会計補正予算（第 3 号） 

議案第 66 号 令和元年度浜田市公設水産物仲買売場特別会計補正予算（第 1

号） 

議案第 67 号 令和元年度浜田市農業集落排水事業特別会計補正予算（第 1 号） 

同意第 3 号 浜田市教育委員会委員の任命について 

同意第 4 号 浜田市公平委員会委員の選任について 

同意第 5 号 人権擁護委員候補者の推薦について 

報 告 

報告第 13 号 専決処分の報告について（平成 29 年災害栃下川河川災害復旧工

事の変更契約） 

報告第 14 号 専決処分の報告について（事故の損害賠償の額の決定） 

報告第 15 号 有限会社ゆうひパーク三隅の経営状況の報告について 

報告第 16 号 浜田市土地開発公社の経営状況の報告について 

報告第 17 号 公益財団法人浜田市教育文化振興事業団の経営状況の報告につ

いて 

報告第 18 号 平成 30 年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の

報告について 
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認定第 1 号 

 

平成 30 年度浜田市一般会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 30 年度浜田市一般会計歳

入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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認定第 2 号 

 

平成 30 年度浜田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 30 年度浜田市国民健康保

険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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認定第 3 号 

 

平成 30 年度浜田市駐車場事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 30 年度浜田市駐車場事業

特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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認定第 4 号 

 

平成 30 年度浜田市公設水産物仲買売場特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 30 年度浜田市公設水産物

仲買売場特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に

付する。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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認定第 5 号 

 

平成 30 年度浜田市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認定につい

て 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 30 年度浜田市公共下水道

事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 



 6

認定第 6 号 

 

平成 30 年度浜田市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 30 年度浜田市農業集落排

水事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付

する。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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認定第 7 号 

 

平成 30 年度浜田市漁業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 30 年度浜田市漁業集落排

水事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付

する。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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認定第 8 号 

 

平成 30 年度浜田市生活排水処理事業特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 30 年度浜田市生活排水処

理事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付

する。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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認定第 9 号 

 

平成 30 年度浜田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定につい

て 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 30 年度浜田市後期高齢者

医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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認定第 10 号 

 

平成 30 年度浜田市水道事業会計決算認定について 

 

地方公営企業法第 30 条第 4 項の規定により、平成 30 年度浜田市水道事業

会計決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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認定第 11 号 

 

平成 30 年度浜田市工業用水道事業会計決算認定について 

 

地方公営企業法第 30 条第 4 項の規定により、平成 30 年度浜田市工業用水

道事業会計決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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議案第 52 号 

 

浜田市自治区設置条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市自治区設置条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市自治区設置条例の一部を改正する条例 

 

浜田市自治区設置条例（平成 17 年浜田市条例第 308 号）の一部を次のよう

に改正する。 

第 7 条第 1 項中「2 年」を「1 年」に改める。 

第 10 条中「4 年」を「1 年」に改める。 

第 13 条中「令和 2 年 3 月 31 日」を「令和 3 年 3 月 31 日」に改める。 

附 則 

この条例は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。ただし、第 13 条の改正規定

は、公布の日から施行する。 

 

  



14 

議案第 53 号 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係

条例の整備に関する条例の制定について 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条

例の整備に関する条例を次のように定める。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係

条例の整備に関する条例 

 

（浜田市行政連絡員条例の一部改正） 

第 1 条 浜田市行政連絡員条例（平成 17 年浜田市条例第 23 号）の一部を次

のように改正する。 

第 4 条を次のように改める。 

（報償費及び実費弁償） 

第 4 条 行政連絡員には、予算に定める額の報償費及び浜田市参考人等の

実費弁償に関する条例（平成 28 年浜田市条例第 14 号）第 2 条第 2 項の

規定の例による費用弁償に相当する額の実費弁償を支給する。 

第 5 条を削り、第 6 条を第 5 条とし、第 7 条を第 6 条とする。 

（浜田市職員定数条例の一部改正） 

第 2 条 浜田市職員定数条例（平成 17 年浜田市条例第 36 号）の一部を次の

ように改正する。 

第 1 条中「雇用される者」を「任用される職員（臨時の職に関する場合

において臨時的に任用される職に限る。）」に改める。 

（浜田市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第 3 条 浜田市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成 27 年浜田

市条例第 40 号）の一部を次のように改正する。 

第 1 条中「第 4 条」の次に「、第 5 条」を加える。 

第 8 条を第 11 条とする。 

第 7 条の見出し中「職員給与条例等」を「特定任期付職員における職員

給与条例等」に改め、同条を第 8 条とし、同条の次に次の 2 条を加える。 

（任期付短時間勤務職員の給料月額） 

第 9 条 第 4 条の規定により任期を定めて採用された短時間勤務職員（以

下「任期付短時間勤務職員」という。）の給料月額は、その者に適用され

る職員給与条例別表第 1 又は別表第 2 の給料表に掲げる給料月額に、勤

務時間条例第 2 条第 5 項の規定により定められたその者の勤務時間を同

条第 1 項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

（任期付短時間職員における職員給与条例の適用除外等） 

第 10 条 職員給与条例第 12 条、第 13 条及び第 17 条の規定は、任期付短

時間勤務職員には適用しない。 

2  任期付短時間勤務職員に対する職員給与条例第 18 条第 2 項第 2 号及
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び第 21 条第 2 項の規定の適用については、職員給与条例第 18 条第 2 項

第 2 号中「再任用短時間勤務職員」とあるのは「再任用短時間勤務職員

又は任期付短時間勤務職員（浜田市一般職の任期付職員の採用等に関す

る条例（平成 27 年浜田市条例第 40 号）第 9 条に規定する任期付短時間

勤務職員をいう。以下同じ。）」と、職員給与条例第 21 条第 2 項中「再任

用短時間勤務職員」とあるのは「再任用短時間勤務職員又は任期付短時

間勤務職員」とする。 

第 6 条を第 7 条とする。 

第 5 条中「第 2 条又は第 3 条」を「第 2 条から第 4 条まで」に改め、

同条を第 6 条とする。 

第 4 条中「前条第 1 項第 1 号」を「第 3 条第 1 項第 1 号」に改め、「職

員」の次に「又は前条の規定により任期を定めて採用された短時間勤務

職員」を加え、「必要な場合で同条」を「必要な場合で第 3 条又は前条」

に改め、同条を第 5 条とする。 

第 3 条の次に次の 1 条を加える。 

（短時間勤務職員の任期を定めた採用） 

第 4 条 任命権者は、短時間勤務職員（法第 2 条第 2 項に規定する短時間

勤務職員をいう。以下同じ。）を前条第 1 項各号に掲げる業務のいずれか

に従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要である場

合には、短時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。 

2  任命権者は、前項の規定によるほか、住民に対して職員により直接提

供されるサービスについて、その提供時間を延長し、若しくは繁忙時に

おける提供体制を充実し、又はその延長した提供時間若しくは充実した

提供体制を維持する必要がある場合において、短時間勤務職員を当該サ

ービスに係る業務に従事させることが公務の能率的運営を確保するた

めに必要であるときは、短時間勤務職員を任期を定めて採用することが

できる。 

3  任命権者は、前 2 項の規定によるほか、職員が次に掲げる承認を受け

て勤務しない時間について短時間勤務職員を当該職員の業務に従事さ

せることが当該業務を処理するため適当であると認める場合には、短時

間勤務職員を任期を定めて採用することができる。 

⑴ 地方公務員法第 26 条の 2 第 1 項又は第 26 条の 3 第 1 項の規定によ

る承認 

⑵ 浜田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 17 年浜田市条例



17 

第 45 号。以下「勤務時間条例」という。）第 16 条の規定による介護休

暇の承認 

⑶ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成 3 年法律第 110 号）第

19 条第 1 項の規定による承認 

（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第 4 条 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成 17 年浜田市条

例第 37 号）の一部を次のように改正する。 

第 2 条第 2 項第 3 号中「第 22 条第 1 項」を「第 22 条」に改める。 

（浜田市職員の分限の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第 5 条 浜田市職員の分限の手続及び効果に関する条例（平成 17 年浜田市

条例第 38 号）の一部を次のように改正する。 

第 3 条に次の 1 項を加える。 

4  法第 22 条の 2 第 1 項に規定する会計年度任用職員に対する第 1 項の

規定の適用については、同項中「3 年を超えない範囲内」とあるのは、

「法第 22 条の 2第 2項の規定に基づき任命権者が定める任期の範囲内」

とする。 

（浜田市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第 6 条 浜田市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（平成 17 年浜田市

条例第 42 号）の一部を次のように改正する。 

第 3 条中「給料」の次に「及びこれに対する地域手当の合計額（法第 22

条の 2 第 1 項第 1 号に掲げる職員については、浜田市会計年度任用職員の

給与及び費用弁償に関する条例（令和元年浜田市条例第  号）第 17 条第

1 項から第 3 項までの規定（同条中「給与条例第 11 条、第 14 条及び第 16

条」とあるのは、「給与条例第 14 条及び第 16 条」と読み替える。）により

計算して得た報酬の額）」を加える。 

（浜田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第 7 条 浜田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 17 年浜田市条例

第 45 号）の一部を次のように改正する。 

第 2 条中第 5 項を第 6 項とし、第 4 項の次に次の 1 項を加える。 

5  浜田市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成 27 年浜田市

条例第 40 号）第 4 条の規定により任期を定めて採用された職員（以下

「任期付短時間勤務職員」という。）の勤務時間は、第 1 項の規定にかか

わらず、休憩時間を除き、4 週間を超えない期間につき 1 週間当たり 31

時間までの範囲内で、任命権者が定める。 
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第 3 条、第 4 条第 2 項及び第 13 条第 1 項第 1 号中「及び育児短時間勤

務に伴う短時間勤務職員」を「、育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員及

び任期付短時間勤務職員」に改める。 

第 19 条の見出し中「非常勤職員」を「会計年度任用職員」に改め、同条

中「非常勤職員（育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び育児

短時間勤務に伴う短時間勤務職員を除く。）」を「地方公務員法第 22 条の 2

第 1 項に規定する会計年度任用職員」に改める。 

第 20 条を削る。 

（浜田市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第 8 条 浜田市職員の育児休業等に関する条例（平成 17 年浜田市条例第 46

号）の一部を次のように改正する。 

第 7 条第 1 項中「6 箇月」を「6 月」に改め、同条第 2 項中「育児休業を

している職員」の次に「（地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 22 条

の 2 第 1 項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」とい

う。）を除く。）」を加え、「6 箇月」を「6 月」に改める。 

第 8 条中「育児休業をした職員」の次に「（会計年度任用職員を除く。）」

を加える。 

第 15 条の 2 の表中「第 6 条第 2 項」を「第 7 条第 2 項」に、「第 6 条第

3 項」を「第 7 条第 3 項」に改める。 

（浜田市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第 9 条 浜田市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成 17 年浜

田市条例第 51 号）の一部を次のように改正する。 

第 2 条中「占める職員」の次に「及び同法第 22 条の 2 第 1 項第 2 号に

掲げる職員」を加える。 

（浜田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部改正） 

第 10 条 浜田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例（平成 20 年浜田市条例第 37 号）の一部を次のように改正する。 

別表浜田市交通指導員の項を削り、同表浜田市特別職報酬等審議会委員

の項中「日額」を「〃 」に改め、同表浜田市住宅委員の項を削る。 

（浜田市職員の給与の支給に関する条例の一部改正） 

第 11 条 浜田市職員の給与の支給に関する条例（平成 17 年浜田市条例第 57

号）の一部を次のように改正する。 

第 31 条中「祝日法による休日等」を「勤務時間条例第 10 条に規定する
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休日」に改める。 

第 35 条を次のように改める。 

（会計年度任用職員の給与） 

第 35 条 法第 22 条の 2 第 1 項に規定する会計年度任用職員の給与につい

ては、この条例の規定にかかわらず、常勤の職員の給与との権衡、その

職務の特殊性等を考慮して、別に条例で定める。 

（浜田市職員のうち単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準

を定める条例の一部改正） 

第 12 条 浜田市職員のうち単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び

基準を定める条例（平成 17 年浜田市条例第 58 号）の一部を次のように改

正する。 

第 3 条を次のように改める。 

（会計年度任用職員の給与） 

第 3 条 技能労務職員のうち、地方公務員法第 22 条の 2 第 1 項に規定す

る会計年度任用職員の給与の種類及び基準については、前条の規定にか

かわらず、浜田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

（令和元年浜田市条例第  号）の規定を準用する。 

（浜田市職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第 13 条 浜田市職員等の旅費に関する条例（平成 17 年浜田市条例第 61 号）

の一部を次のように改正する。 

第 1 条中「一般職の職員」の次に「（地方公務員法（昭和 25 年法律第 261

号）第 22 条の 2 第 1 項第 1 号に掲げる職員を除く。）」を、「以下」の次に

「これらを」を加える。 

第 2 条第 3 号中「第 13 条に規定するもの」を「第 2 条の 2 第 1 項に規

定する遺族」に改める。 

第 24 条第 2 項中「第 13 条第 2 項に規定する順序」を「第 2 条の 2 第 2

項に規定する順位」に改める。 

（浜田市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第 14 条 浜田市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成 17 年浜

田市条例第 263 号）の一部を次のように改正する。 

第 17 条を次のように改める。 

（会計年度任用職員の給与） 

第 17 条 職員のうち、地方公務員法第 22 条の 2 第 1 項に規定する会計年

度任用職員の給与の種類及び基準については、この条例の規定にかかわ
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らず、浜田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和

元年浜田市条例第  号）の規定を準用する。 

附 則 

この条例は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 54 号 

 

浜田市協働のまちづくり推進に関する条例検討委員会条例の制定につ

いて 

 

浜田市協働のまちづくり推進に関する条例検討委員会条例を次のように

定める。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市協働のまちづくり推進に関する条例検討委員会条例 

 

（目的及び設置） 

第 1 条 浜田市協働のまちづくり推進に関する条例（以下「まちづくり推進

条例」という。）の制定に関し必要な事項を調査審議するため、地方自治法

（昭和 22 年法律第 67 号）第 138 条の 4 第 3 項の規定に基づき、浜田市協

働のまちづくり推進に関する条例検討委員会（以下「委員会」という。）を

置く。 

（所掌事項） 

第 2 条 委員会は、次に掲げる事項について調査審議し、市長に意見を述べ

ることができる。 

⑴ まちづくりのための協働の在り方に関する事項 

⑵ まちづくり推進条例の素案の作成に関する事項 

（組織） 

第 3 条 委員会は、委員 22 人以内で組織する。 

2  委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

⑴ 識見者 

⑵ 関係行政機関の代表 

⑶ 公共的団体の代表 

⑷ 地域協議会の代表 

⑸ 地区まちづくり推進委員会の代表 

⑹ 公募による市民 

（委員の任期） 

第 4 条 委員の任期は、まちづくり推進条例の制定に関する調査審議に要す

る間とする。 

（会長及び副会長） 

第 5 条 委員会に会長及び副会長 1 人を置き、委員の互選により、これを定

める。 

2  会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

3  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

（会議） 

第 6 条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長がそ

の議長となる。 
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2  会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

3  会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

4  会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて

意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（部会） 

第 7 条 委員会に、協働のまちづくりを推進するための地域拠点について調

査審議するため、部会を置く。 

2  部会は、部会委員 12 人以内で組織する。 

3  部会委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

⑴ 委員 

⑵ 公民館の代表 

4  第 4 条から前条までの規定は、部会について準用する。この場合におい

て、これらの規定中「委員」とあるのは「部会委員」と、「委員会」とある

のは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と、「副会長」とあるのは

「副部会長」と読み替えるものとする。 

（庶務） 

第 8 条 委員会の庶務は、政策企画課において処理する。 

（その他） 

第 9 条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、会長が会議に諮り定

める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例の施行の日以後最初に開かれる会議は、第 6 条第 1 項（第 7 条

第 4 項において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、市長が招集す

るものとする。 

（浜田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部改正） 

3  浜田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（平成 20 年浜田市条例第 37 号）の一部を次のように改正する。 

別表浜田市ひゃこるネットみすみ放送番組審議会委員の項の次に次の

ように加える。 
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浜田市協働のまちづくり推進に関する条例

検討委員会委員及び部会委員 
〃  6,000 円 
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議案第 55 号 

 

浜田市印鑑条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市印鑑条例の一部を改正する条例 

 

浜田市印鑑条例（平成 17 年浜田市条例第 33 号）の一部を次のように改正

する。 

第 2 条第 1 項中「の住民基本台帳」を「が備える住民基本台帳」に改める。 

第 4 条第 1 項第 1 号中「氏、名」の次に「、旧氏（住民基本台帳法施行令

（昭和 42 年政令第 292 号。以下「令」という。）第 30 条の 13 に規定する旧

氏をいう。以下同じ。）」を加え、「住民基本台帳法施行令（昭和 42 年政令第

292 号）第 30 条の 26 第 1 項」を「令第 30 条の 16 第 1 項」に改め、「又は氏

名」の次に「、旧氏」を加え、同条第 2 項中「記録されている」を「記載が

されている」に改める。 

第 10 条第 6 号中「氏名、氏」の次に「（氏に変更があった者にあっては、

住民票に記載がされている旧氏を含む。）」を加える。 

附 則 

この条例は、令和元年 11 月 5 日から施行する。 
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議案第 56 号 

 

浜田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の制定につ

いて 

 

浜田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例を次のように

定める。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

 

目次 

第 1 章 総則（第 1 条・第 2 条） 

第 2 章 常時勤務会計年度任用職員の給与（第 3 条－第 16 条） 

第 3 章 短時間勤務会計年度任用職員の給与（第 17 条－第 26 条） 

第 4 章 短時間勤務会計年度任用職員の費用弁償（第 27 条・第 28 条） 

第 5 章 雑則（第 29 条－第 32 条） 

附則 

第 1 章 総則 

（趣旨） 

第 1 条 この条例は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号。以下「法」と

いう。）第 24 条第 5 項の規定に基づき、法第 22 条の 2 第 1 項に規定する

会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）の給与及び費用弁

償に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第 2 条 この条例において「給与」とは、次の各号に掲げる会計年度任用職

員の区分に応じ、当該各号に定めるものをいう。 

⑴ 法第 22 条の 2 第 1 項第 1 号の規定により採用された会計年度任用職

員（以下「短時間勤務会計年度任用職員」という。） 報酬及び期末手当 

⑵ 法第 22 条の 2 第 1 項第 2 号の規定により採用された会計年度任用職

員（以下「常時勤務会計年度任用職員」という。） 給料、初任給調整手

当、地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、宿日直手当及び期末手当 

第 2 章 常時勤務会計年度任用職員の給与 

（給料表） 

第 3 条 常時勤務会計年度任用職員の給料表の種類は、次に掲げるとおりと

し、各給料表の適用範囲は、それぞれ当該給料表に定めるところによる。 

⑴ 行政職会計年度任用職員給料表（別表第 1） 

⑵ 医療職会計年度任用職員給料表（別表第 2） 

2  常時勤務会計年度任用職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基

づき、これを給料表に定める職務の級に分類するものとし、その分類の基

準となるべき職務の内容は、等級別基準職務表（別表第 3）に定めるとお

りとする。 
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3  常時勤務会計年度任用職員の職務の級は、前項の規定に基づく基準に従

い任命権者が決定する。 

（号給） 

第 4 条 常時勤務会計年度任用職員となった者の号給は、規則で定める基準

に従い任命権者が決定する。 

（給料の支給） 

第 5 条 浜田市職員の給与の支給に関する条例（平成 17 年浜田市条例第 57

号。以下「給与条例」という。）第 6 条の規定は、常時勤務会計年度任用職

員について準用する。この場合において、同条第 5 項中「勤務時間条例第

3 条第 1 項、第 4 条及び第 5 条の規定に基づく週休日」とあるのは、「当該

常時勤務会計年度任用職員について定められた週休日」と読み替えるもの

とする。 

（初任給調整手当） 

第 6 条 給与条例第 11 条の規定は、常時勤務会計年度任用職員について準

用する。この場合において、同条中「医療職給料表」とあるのは、「医療職

会計年度任用職員給料表」と読み替えるものとする。 

（地域手当） 

第 7 条 給与条例第 14 条及び第 16 条の規定は、常時勤務会計年度任用職員

について準用する。この場合において、同条中「医療職給料表」とあるの

は、「医療職会計年度任用職員給料表」と読み替えるものとする。 

（通勤手当） 

第 8 条 給与条例第 18 条の規定は、常時勤務会計年度任用職員について準

用する。 

（特殊勤務手当） 

第 9 条 給与条例第 20 条の規定は、常時勤務会計年度任用職員について準

用する。 

（時間外勤務手当） 

第 10 条 給与条例第 21 条第 1 項、第 3 項及び第 4 項の規定は、常時勤務会

計年度任用職員について準用する。この場合において、同条第 1 項中「正

規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた職員」とあるのは、「当該

常時勤務会計年度任用職員について定められた勤務時間（以下この条にお

いて「正規の勤務時間」という。）を超えて勤務することを命ぜられた常時

勤務会計年度任用職員」と読み替えるものとする。 

（休日勤務手当） 
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第 11 条 給与条例第 22 条の規定は、常時勤務会計年度任用職員について準

用する。この場合において、同条中「正規の勤務時間中に勤務することを

命ぜられた職員」とあるのは、「当該常時勤務会計年度任用職員について定

められた勤務時間（以下この条において「正規の勤務時間」という。）中に

勤務することを命ぜられた常時勤務会計年度任用職員」と読み替えるもの

とする。 

（夜間勤務手当） 

第 12 条 給与条例第 23 条の規定は、常時勤務会計年度任用職員について準

用する。この場合において、同条中「正規の勤務時間」とあるのは、「当該

常時勤務会計年度任用職員について定められた勤務時間」と読み替えるも

のとする。 

（宿日直手当） 

第 13 条 給与条例第 24 条第 1 項の規定は、常時勤務会計年度任用職員につ

いて準用する。 

2  前項の規定により準用する勤務は、第 10 条の規定により準用する給与

条例第 21 条第 1 項、第 11 条の規定により準用する給与条例第 22 条及び

前条の規定により準用する給与条例第 23 条の勤務には含まれないものと

する。 

（常時勤務会計年度任用職員の期末手当） 

第 14 条 給与条例第 26 条から第 28 条までの規定は、任期の定めが 6 月以

上の常時勤務会計年度任用職員について準用する。 

2  任期の定めが 6 月に満たない常時勤務会計年度任用職員の 1 会計年度内

における会計年度任用職員としての任期の定めの合計が 6 月以上に至った

ときは、当該常時勤務会計年度任用職員は、当該会計年度において、前項

に規定する任期の定めが 6 月以上の常時勤務会計年度任用職員とみなす。 

3  6 月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで会計年

度任用職員として任用され、同日の翌日に常時勤務会計年度任用職員とし

て任用された者の任期（6 月未満のものに限る。）の定めと前会計年度にお

ける任期（前会計年度の末日を含む期間の任用に係るものに限る。）の定め

との合計が 6 月以上に至ったときは、当該常時勤務会計年度任用職員は、

第 1 項に規定する任期の定めが 6 月以上の常時勤務会計年度任用職員とみ

なす。 

（勤務 1 時間当たりの給与額） 

第 15 条 第 10 条の規定により準用する給与条例第 21 条、第 11 条の規定に
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より準用する給与条例第 22 条及び第 12 条の規定により準用する給与条例

第 23 条に規定する勤務 1 時間当たりの給与額は、給料の月額及びこれに

対する地域手当の月額、初任給調整手当の月額並びに特殊勤務手当（月を

単位として支給するものに限る。）の月額の合計額に 12 を乗じ、その額を、

当該常時勤務会計年度任用職員について定められた 1 週間当たりの勤務時

間に 52 を乗じたものから常時勤務会計年度任用職員の 1 日の勤務時間に

浜田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 17 年浜田市条例第 45

号。以下「勤務時間条例」という。）第 10 条に規定する休日の日数を乗じ

た時間を減じたもので除して得た額とする。 

（給与の減額） 

第 16 条 常時勤務会計年度任用職員が定められた勤務時間中に勤務しない

ときは、国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休

日（以下「祝日法による休日」という。）（代休日を指定されて、当該休日

に割り振られた勤務時間の全部を勤務した常時勤務会計年度任用職員に

あっては、当該休日に代わる代休日。以下「祝日法による休日等」という。）

又は 12 月 29 日から翌年の 1 月 3 日までの日（祝日法による休日を除く。

以下「年末年始の休日」という。）（代休日を指定されて、当該休日に割り

振られた勤務時間の全部を勤務した常時勤務会計年度任職員にあっては、

当該休日に代わる代休日。以下「年末年始の休日等」という。）である場合、

有給の休暇による場合その他その勤務しないことにつき任命権者の承認

があった場合を除き、その勤務しない 1 時間につき、前条に規定する勤務

1 時間当たりの給与額を減額する。 

第 3 章 短時間勤務会計年度任用職員の給与 

（報酬） 

第 17 条 月額で報酬を定める短時間勤務会計年度任用職員の報酬の額は、

次の各号に掲げる任用の区分に応じ、当該各号に定める額（100 円未満の

端数があるときは、これを四捨五入して得た額）とする。 

⑴ 1 月当たりの勤務時間の定めがある任用 基準月額（短時間勤務会計

年度任用職員の 1 週間当たりの通常の勤務時間が勤務時間条例第 2 条第

1 項に規定する勤務時間と同一であるとした場合に、その者の職務の内

容及び責任、職務遂行上必要となる知識、技術、職務経験等に照らして

第 3 条及び第 4 条の規定を適用して得た額に、給与条例第 11 条、第 14

条及び第 16 条の規定の例により計算して得た額を加算した額をいう。

以下この条において同じ。）を 20 で除して得た額に、当該短時間勤務会
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計年度任用職員について定められた 1 月当たりの勤務時間を 7.75 で除

して得た数を乗じて得た額 

⑵ 1 日当たりの勤務時間の定めがある任用 基準月額を 20 で除して得

た額に、当該短時間勤務会計年度任用職員について定められた 1 日当た

りの勤務時間に規則で定める日数を乗じ、7.75 で除して得た数を乗じて

得た額 

2  日額で報酬を定める短時間勤務会計年度任用職員の報酬の額は、基準月

額を 20 で除して得た額に、当該短時間勤務会計年度任用職員について定

められた 1 日当たりの勤務時間を 7．75 で除して得た数を乗じて得た額（10

円未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た額）とする。 

3  時間額で報酬を定める短時間勤務会計年度任用職員の報酬の額は、基準

月額を 155 で除して得た額（1 円未満の端数があるときは、これを四捨五

入して得た額）とする。 

（特殊勤務に係る報酬） 

第 18 条 給与条例第 20 条に規定する勤務に従事することを命ぜられた短時

間勤務会計年度任用職員には、浜田市職員の特殊勤務手当に関する条例

（平成 17 年浜田市条例第 59 号）の例により計算して得た額（月を単位と

して支給するものにあっては、その額を前条の規定の例により計算して得

た額）の報酬を支給する。 

（時間外勤務に係る報酬） 

第 19 条 短時間勤務会計年度任用職員について定められた勤務時間（以下

「正規の勤務時間」という。）以外の時間に勤務することを命ぜられた短時

間勤務会計年度任用職員には、その正規の勤務時間以外の時間に勤務した

全時間に対して、報酬を支給する。 

2  前項に規定する報酬の額は、勤務 1 時間につき、第 25 条に規定する勤

務 1 時間当たりの報酬額に正規の勤務時間以外の時間にした次に掲げる勤

務の区分に応じてそれぞれ 100 分の 125 から 100 分の 150 までの範囲内で

規則で定める割合（その勤務が午後 10 時から翌日の午前 5 時までの間で

ある場合は、その割合に 100 分の 25 を加算した割合）を乗じて得た額とす

る。ただし、短時間勤務会計年度任用職員が、次条の規定により休日勤務

に係る報酬が支給されることとなる日以外の日における勤務で、正規の勤

務時間以外の時間（以下この項において「時間外勤務時間」という。）にし

たもののうち、時間外勤務時間とその勤務をした日における正規の勤務時

間との合計が 7 時間 45 分に達するまで、かつ、時間外勤務時間とその勤務
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をした日の属する 1 週間における勤務時間との合計が 38 時間 45 分に達す

るまでの間の勤務にあっては、同条に規定する勤務 1 時間当たりの報酬額

に 100 分の 100（その勤務が午後 10 時から翌日の午前 5 時までの間である

場合は、100 分の 125）を乗じて得た額とする。 

⑴ 正規の勤務時間が割り振られた日（次条の規定により休日勤務に係る

報酬が支給されることとなる日を除く。）における勤務 

⑵ 前号に掲げる勤務以外の勤務 

3  前 2 項の規定にかかわらず、週休日の振替により、あらかじめ割り振ら

れた 1 週間の正規の勤務時間（以下この項において「割振り変更前の正規

の勤務時間」という。）を超えて勤務することを命ぜられた短時間勤務会計

年度任用職員には、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した全時

間（次条の規定により休日勤務に係る報酬が支給されることとなる時間を

除く。）に対して、勤務 1 時間につき、第 25 条に規定する勤務 1 時間当た

りの報酬額に 100 分の 25 から 100 分の 50 までの範囲内で規則で定める割

合を乗じて得た額を報酬として支給する。ただし、短時間勤務会計年度任

用職員が割振り変更前の勤務時間を超えてした勤務のうち、その勤務の時

間と割振り変更前の勤務時間との合計が 38 時間 45 分に達するまでの間の

勤務については、この限りでない。 

4  前 3 項の規定にかかわらず、次に掲げる時間の合計が 1 月について 60

時間を超えた短時間勤務会計年度任用職員には、その 60 時間を超えて勤

務した全時間に対して、勤務 1 時間につき、第 25 条に規定する勤務 1 時

間当たりの報酬額に、次の各号に掲げる時間の区分に応じ、当該各号に定

める割合を乗じて得た額を時間外勤務に係る報酬として支給する。 

⑴ 第 1 項の勤務の時間 100 分の 150（その時間が午後 10 時から翌日の

午前 5 時までの間である場合は、100 分の 175） 

⑵ 前項の勤務（同項ただし書の勤務を除く。）の時間（次条の規定により

休日勤務に係る報酬が支給されることとなる時間を除く。） 100 分の 50 

（休日勤務に係る報酬） 

第 20 条 祝日法による休日等及び年末年始の休日等（第 3 項においてこれ

らを「休日」という。）において、正規の勤務時間中に勤務することを命ぜ

られた短時間勤務会計年度任用職員には、その正規の勤務時間中に勤務し

た全時間に対して、報酬を支給する。 

2  前項に規定する報酬の額は、勤務 1 時間につき、第 25 条に規定する勤

務 1 時間当たりの報酬額に 100 分の 125 から 100 分の 150 までの範囲内で
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規則で定める割合を乗じて得た額とする。 

3  第 1 項の規定にかかわらず、休日に勤務することを命ぜられた勤務時間

に相当する時間を、他の日に勤務させないこととされた短時間勤務会計年

度任用職員に係るその休日の勤務に対しては、同項に規定する報酬を支給

しない。 

（夜間勤務に係る報酬） 

第 21 条 正規の勤務時間として、午後 10 時から翌日の午前 5 時までの間に

勤務することを命ぜられた短時間勤務会計年度任用職員には、その間に勤

務した全時間に対して、報酬を支給する。 

2  前項に規定する報酬の額は、勤務 1 時間につき第 25 条に規定する勤務 1

時間当たりの報酬額に 100 分の 25 を乗じて得た額とする。 

（宿日直勤務に係る報酬） 

第 22 条 宿日直勤務を命ぜられた短時間勤務会計年度任用職員には、給与

条例第 24 条第 1 項の規定に準じて報酬を支給する。 

2  前項の規定による勤務は、前 3 条に規定する勤務には含まれないものと

する。 

（短時間勤務会計年度任用職員の期末手当） 

第 23 条 給与条例第 26 条から第 28 条までの規定は、任期の定めが 6 月以

上の短時間勤務会計年度任用職員（1 週間当たりの勤務時間が著しく短い

者として規則で定めるものを除く。以下この条において同じ。）について準

用する。この場合において、給与条例第 26 条第 4 項中「それぞれその基準

日現在（退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、

若しくは失職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料及

び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の合計額」とある

のは、「それぞれその基準日（退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員

にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日）以前 6 月以内の

短時間勤務会計年度任用職員としての在職期間における報酬（常時勤務会

計年度任用職員との均衡を考慮して規則で定める額を除く。）の 1 月当た

りの平均額」と読み替えるものとする。 

2  任期の定めが 6 月に満たない短時間勤務会計年度任用職員の 1 会計年度

内における会計年度任用職員としての任期の定めの合計が 6 月以上に至っ

たときは、当該短時間勤務会計年度任用職員は、当該会計年度において、

前項に規定する任期の定めが 6 月以上の短時間勤務会計年度任用職員とみ

なす。 
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3  6 月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで会計年

度任用職員として任用され、同日の翌日に短時間勤務会計年度任用職員と

して任用された者の任期（6 月未満のものに限る。）の定めと前会計年度に

おける任期（前会計年度の末日を含む期間の任用に係るものに限る。）の定

めとの合計が 6 月以上に至ったときは、当該短時間勤務会計年度任用職員

は、第 1 項に規定する任期の定めが 6 月以上の短時間勤務会計年度任用職

員とみなす。 

（報酬の支給） 

第 24 条 報酬は、月の 1 日から末日までを計算期間とし、規則で定める期日

に支給する。 

2  月額により報酬が定められた短時間勤務会計年度任用職員には、職員と

なった日から離職した日までの報酬を支給する。ただし、職員が死亡した

ときは、その月の末日までの報酬を支給する。 

3  前項の規定により報酬を支給する場合であって、月の 1 日から支給する

とき以外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外のときは、その報酬

の額は、当該短時間勤務会計年度任用職員のその月における勤務日数又は

勤務時間に応じて計算する。 

4  日額又は時間額により報酬が定められた短時間勤務会計年度任用職員に

は、その者の勤務日数又は勤務時間に応じて報酬を支給する。 

（勤務 1 時間当たりの報酬額） 

第 25 条 第 19 条から第 21 条までに規定する勤務 1 時間当たりの報酬額は、

次の各号に掲げる報酬の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

⑴ 月額による報酬 第 17 条第 1 項の規定により計算して得た額に第 18

条に規定する報酬（月を単位に支給するものに限る。以下この条におい

て同じ。）の額を加算した額に 12 を乗じて得た額を、次に掲げる任用の

区分に応じてそれぞれに定める時間で除して得た額 

ア 1 月当たりの勤務時間の定めがある任用 当該短時間勤務会計年度

任用職員について定められた 1 月当たりの勤務時間に 12 を乗じた時

間 

イ 1 日当たりの勤務時間の定めがある任用 当該短時間勤務会計年度

任用職員について定められた 1 日当たりの勤務時間に規則で定める日

数を乗じたものに 12 を乗じた時間 

⑵ 日額による報酬 第 17 条第 2 項の規定により計算して得た額に第 18

条に規定する報酬の額を加算した額を、当該短時間勤務会計年度任用職
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員について定められた 1 日当たりの勤務時間で除して得た額 

⑶ 時間額による報酬 第 17 条第 3 項の規定により計算して得た額に第

18 条に規定する報酬の額を加算した額 

（報酬の減額） 

第 26 条 月額により報酬を定められている短時間勤務会計年度任用職員が

正規の勤務時間中に勤務しないときは、有給の休暇による場合その他その

勤務しないことにつき任命権者の承認があった場合を除き、その勤務しな

い 1 時間につき、前条第 1 号に定める勤務 1 時間当たりの報酬額を減額す

る。 

2  日額により報酬を定められている短時間勤務会計年度任用職員が正規の

勤務時間中に勤務しないときは、有給の休暇による場合その他その勤務し

ないことにつき任命権者の承認があった場合を除き、その勤務しない 1 時

間につき、前条第 2 号に定める勤務 1 時間当たりの報酬額を減額する。 

第 4 章 短時間勤務会計年度任用職員の費用弁償 

（通勤に係る費用弁償）  

第 27 条 短時間勤務会計年度任用職員が給与条例第 18 条第 1 項各号に定め

る通勤手当の支給要件に該当するときは、通勤に係る費用弁償を支給する。 

2  前項の通勤に係る費用弁償の額（その支給の単位となる一定の期間にお

ける通勤の回数が少ない者についての減額の措置を含む。）、支給日及び返

納については、給与条例第 18 条第 2 項から第 6 項までの規定の例による。 

（公務のための旅行に係る費用弁償） 

第 28 条 短時間勤務会計年度任用職員が公務のための旅行をしたときは、

その旅行に係る費用弁償を支給する。 

2  前項の旅行に係る費用弁償の額は、浜田市職員等の旅費に関する条例（平

成 17 年浜田市条例第 61 号）の例による。 

第 5 章 雑則 

（市長が特に必要と認める会計年度任用職員の給与） 

第 29 条 この条例の規定にかかわらず、職務の特殊性等を考慮し市長が特

に必要と認める会計年度任用職員の給与については、常勤の職員との権衡

及びその職務の特殊性等を考慮し、任命権者が別に定める。 

（給与からの控除） 

第 30 条 給与条例第 7 条の規定は、会計年度任用職員について準用する。 

（給与の口座振替） 

第 31 条 給与条例第 34 条の規定は、会計年度任用職員について準用する。 
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（委任） 

第 32 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 
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別表第 1（第 3 条関係） 

行政職会計年度任用職員給料表 

 職務の級 1 級 2 級 

号給 給料月額 給料月額 

 円 円 

1 144,100 194,000 

2 145,200 195,800 

3 146,400 197,600 

4 147,500 199,400 

5 148,600 200,900 

6 149,700 202,700 

7 150,800 204,500 

8 151,900 206,300 

9 153,000 207,900 

10 154,400 209,700 

11 155,700 211,500 

12 157,000 213,300 

13 158,300 214,700 

14 159,800 216,500 

15 161,300 218,200 

16 162,900 220,000 

17 164,200 221,700 

18 165,700 223,400 

19 167,200 225,000 

20 168,700 226,600 

21 170,100 228,000 

22 172,800 229,700 

23 175,400 231,300 

24 178,000 232,900 

25 180,700 234,000 

26 182,400 235,500 

27 184,000 236,900 

28 185,700 238,200 
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29 187,200 239,500 

30 188,900 240,700 

31 190,700 241,700 

32 192,400 242,900 

33 194,000 244,200 

34 195,400 245,300 

35 196,900 246,500 

36 198,400 247,800 

37 199,700 248,700 

38 201,000 250,100 

39 202,200 251,500 

40 203,500 252,900 

41 204,800 254,300 

42 206,100 255,700 

43 207,400 257,100 

44 208,700 258,400 

45 209,800 259,600 

46 211,100 260,900 

47 212,400 262,300 

48 213,700 263,600 

49 214,800 264,700 

50 215,900 265,800 

51 216,900 267,100 

52 218,000 268,400 

53 219,100 269,400 

54 220,100 270,500 

55 221,000 271,800 

56 222,000 273,100 

57 222,400 274,000 

58 223,300 275,000 

59 224,100 275,900 

60 224,900 277,000 

61 225,600 278,100 
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62 226,600 279,100 

63 227,400 280,000 

64 228,300 281,000 

65 229,000 281,500 

66 229,800 282,400 

67 230,700 283,100 

68 231,700 284,000 

69 232,400 285,000 

70 233,100 285,800 

71 233,700 286,600 

72 234,500 287,400 

73 235,300 288,200 

74 236,000 288,700 

75 236,700 289,100 

76 237,300 289,600 

77 238,000 289,800 

78 238,800 290,100 

79 239,600 290,300 

80 240,300 290,700 

81 240,800 290,900 

82 241,500 291,100 

83 242,200 291,500 

84 242,900 291,800 

85 243,500 292,100 

86 244,200 292,400 

87 244,900 292,700 

88 245,600 293,100 

89 246,100 293,400 

90 246,600 293,800 

91 246,900 294,100 

92 247,300 294,500 

93 247,600 294,700 

94  294,900 
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95  295,200 

96  295,600 

97  295,800 

98  296,100 

99  296,500 

100  296,900 

101  297,100 

102  297,400 

103  297,800 

104  298,100 

105  298,300 

106  298,600 

107  299,000 

108  299,300 

109  299,500 

110  299,900 

111  300,300 

112  300,600 

113  300,800 

114  301,000 

115  301,300 

116  301,700 

117  301,900 

118  302,100 

119  302,400 

120  302,700 

121  303,100 

122  303,300 

123  303,600 

124  303,900 

125  304,200 

備考 この給料表は、他の給料表の適用を受けない全ての会計年度任用職

員に適用する。 
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別表第 2（第 3 条関係） 

医療職会計年度任用職員給料表 

 職務の級 1 級 2 級 

号給 給料月額 給料月額 

 円 円 

1 247,900 333,100 

2 250,400 336,100 

3 252,900 339,000 

4 255,400 342,000 

5 257,600 344,700 

6 261,400 348,000 

7 265,200 351,100 

8 269,000 354,200 

9 272,600 357,000 

10 276,600 359,900 

11 280,600 363,000 

12 284,600 366,200 

13 288,400 369,100 

14 292,400 372,700 

15 296,300 375,900 

16 300,200 379,600 

17 303,900 383,200 

18 307,500 385,900 

19 311,000 388,700 

20 314,600 391,400 

21 318,200 394,200 

22 321,900 396,800 

23 325,400 399,400 

24 328,900 401,800 

25 332,400 403,800 

26 335,200 406,100 

27 337,800 408,300 

28 340,400 410,600 
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29 343,200 412,900 

30 345,300 415,000 

31 347,500 417,000 

32 349,900 419,100 

33 352,100 421,000 

34 354,500 422,800 

35 356,700 424,600 

36 359,200 426,600 

37 361,400 428,500 

38 363,800 430,500 

39 366,200 432,400 

40 368,400 434,400 

41 370,700 436,200 

42 372,100 438,000 

43 373,600 439,700 

44 375,000 441,500 

45 376,200 443,300 

46 377,600 445,100 

47 379,100 446,900 

48 380,600 448,600 

49 381,700 450,400 

50 382,700 452,100 

51 383,700 453,900 

52 384,500 455,700 

53 385,400 457,600 

54 386,300 458,800 

55 387,000 460,000 

56 387,900 461,200 

57 388,600 462,400 

58 389,500 463,400 

59 390,300 464,400 

60 391,100 465,400 

61 391,600 466,200 
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62 392,100 466,900 

63 392,500 467,600 

64 393,000 468,300 

65 393,300 469,000 

66  469,700 

67  470,400 

68  471,000 

69  471,300 

70  472,000 

71  472,700 

72  473,400 

73  473,800 

74  474,400 

75  475,100 

76  475,800 

77  476,200 

78  476,800 

79  477,400 

80  477,900 

81  478,500 

82  479,000 

83  479,500 

84  480,000 

85  480,400 

86  481,000 

87  481,400 

88  481,900 

89  482,400 

90  483,000 

91  483,600 

92  484,000 

93  484,500 

94  485,100 
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95  485,700 

96  486,300 

97  486,800 

備考 この給料表は、医師である会計年度任用職員に適用する。 
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別表第 3（第 3 条関係） 

等級別基準職務表 

給料表 職務の級 基準となる職務 

行政職会計年度

任用職員給料表 

1 級 定型的又は補助的な業務を行う職務 

2 級 高度の知識又は経験を必要とする職務 

医療職会計年度

任用職員給料表 

1 級 医師の職務 

2 級 
高度の知識経験に基づき医療業務を行う

医師の職務 
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議案第 57 号 

 

浜田市立幼稚園条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市立幼稚園条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市立幼稚園条例の一部を改正する条例 

 

浜田市立幼稚園条例（平成 17 年浜田市条例第 91 号）の一部を次のように

改正する。 

第 1 条中「について」の次に「必要な事項を」を加える。 

第 4 条を次のように改める。 

（保育料） 

第 4 条 幼稚園の保育料は、無料とする。 

第 5 条から第 8 条までを削り、第 9 条を第 5 条とする。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和元年 10 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例による改正後の浜田市立幼稚園条例の規定は、令和元年 10 月

分以後の月分の保育料について適用し、同年 9 月分以前の月分の保育料に

ついては、なお従前の例による。 
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議案第 58 号 

 

浜田市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

 

浜田市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定める。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

 

浜田市災害弔慰金の支給等に関する条例（平成 17 年浜田市条例第 125 号）

の一部を次のように改正する。 

目次中 

「   

を  第 4 章 災害援護資金の貸付け（第 12 条―第 16 条）  

  」

「   

に 

 第 4 章 災害援護資金の貸付け（第 12 条―第 15 条）  

 第 5 章 浜田市災害弔慰金等支給審査委員会（第 16 条・第 17 条）  

 第 6 章 雑則（第 18 条）  

  」

改める。 

第 15 条第 3 項を次のように改める。 

3  償還金の支払猶予、償還免除、報告等、一時償還及び違約金については、

法第 13 条、第 14 条第 1 項及び第 16 条並びに令第 8 条、第 9 条及び第 12

条の規定によるものとする。 

第 16 条を第 18 条とし、同条の前に次の章名を付する。 

第 6 章 雑則 

第 4 章の次に次の 1 章を加える。 

第 5 章 浜田市災害弔慰金等支給審査委員会 

（浜田市災害弔慰金等支給審査委員会の設置） 

第 16 条 市長の諮問に応じ、災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給に関す

る事項を調査審議するため、浜田市災害弔慰金等支給審査委員会（以下「委

員会」という。）を置く。 

（委員会の委員等） 

第 17 条 委員会は、5 人以内の委員で組織する。 

2  委員は、識見者その他市長が必要と認める者のうちから、市長が委嘱す

る。 

3  委員の任期は、当該諮問に係る災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給に

関する調査審議に要する間とする。 

4  前 3 項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 
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附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、公布の日から施行する。 

（浜田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部改正） 

2  浜田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（平成 20 年浜田市条例第 37 号）の一部を次のように改正する。 

別表浜田市保健医療福祉協議会委員の項の次に次のように加える。 

浜田市災害弔慰金等支給審査委員会委員 〃  6,000円 
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議案第 59 号 

 

浜田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関

する条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する

条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関

する条例の一部を改正する条例 

 

浜田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する

条例（平成 26 年浜田市条例第 32 号）の一部を次のように改正する。 

第 2 条第 9 号中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同条第 10

号中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第 11

号中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条中第

22 号を第 27 号とし、第 17 号から第 21 号までを 5 号ずつ繰り下げ、同条第

16 号中「の規定において」を「において」に、「支給認定保護者」を「教育・

保育給付認定保護者」に改め、同号を同条第 21 号とし、同条中第 15 号を第

20 号とし、第 14 号を第 19 号とし、同条第 13 号中「支給認定の有効期間」

を「教育・保育給付認定の有効期間」に改め、同号を同条第 18 号とし、同条

中第 12 号を第 17 号とし、第 11 号の次に次の 5 号を加える。 

⑿ 満 3 歳以上教育・保育給付認定子ども 子ども・子育て支援法施行令

（平成 26 年政令第 213 号。以下「政令」という。）第 4 条第 1 項に規定

する満 3 歳以上教育・保育給付認定子どもをいう。 

⒀ 特定満 3 歳以上保育認定子ども 政令第 4 条第 1 項第 2 号に規定する

特定満 3 歳以上保育認定子どもをいう。 

⒁ 満 3 歳未満保育認定子ども 政令第 4 条第 2 項に規定する満 3 歳未満

保育認定子どもをいう。 

⒂ 市町村民税所得割合算額 政令第 4 条第 2 項第 2 号に規定する市町村

民税所得割合算額をいう。 

⒃ 負担額算定基準子ども 政令第 13 条第 2 項に規定する負担額算定基

準子どもをいう。 

第 3 条第 1 項中「適切な内容」を「適切であり、かつ、子どもの保護者の

経済的負担の軽減について適切に配慮された内容」に改める。 

第 4 条の見出しを削る。 

第 5 条第 1 項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、

「利用者負担」を「第 13 条の規定により支払を受ける費用に関する事項」に

改める。 

第 6 条の見出し中「利用申込みに対する」を削り、同条第 1 項中「支給認

定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第 2 項及び第 3 項

中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条第 4 項
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中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第 5 項

中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

第 7 条第 2 項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改

める。 

第 8 条中「支給認定保護者の提示する支給認定証によって、支給認定の有

無、支給認定子ども」を「必要に応じて、教育・保育給付認定保護者の提示

する支給認定証（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交付を受けてい

ない場合にあっては、子ども・子育て支援法施行規則（平成 26 年内閣府令第

44 号）第 7 条第 2 項の規定による通知）によって、教育・保育給付認定の有

無、教育・保育給付認定子ども」に、「支給認定の有効期間」を「教育・保育

給付認定の有効期間」に改める。 

第 9 条の見出し及び同条第 1 項中「支給認定」を「教育・保育給付認定」

に改め、同条第 2 項中「、支給認定」を「、教育・保育給付認定」に、「支給

認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「支給認定の有効期間」を

「教育・保育給付認定の有効期間」に改める。 

第 10 条及び第 11 条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」

に改める。 

第 13 条第 1 項中「（特別利用保育及び特別利用教育を含む。以下この条及

び次条において同じ。）」を削り、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定

保護者（満 3 歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」

に改め、「利用者負担額（」の次に「満 3 歳未満保育認定子どもに係る教育・

保育給付認定保護者についての」を加え、「（特定教育・保育施設が特別利用

保育を提供する場合にあっては法第 28 条第 2 項第 2 号の規定により市が定

める額とし、特別利用教育を提供する場合にあっては同項第 3 号の規定によ

り市が定める額とする。）」を削り、同条第 2 項中「支給認定保護者」を「教

育・保育給付認定保護者」に、「規定する額（その額が現に当該特定教育・保

育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特定教育・保育に要した費用

の額）をいい、当該特定教育・保育施設が特別利用保育を提供する場合にあ

っては法第 28 条第 2 項第 2 号に規定する内閣総理大臣が定める基準により

算定した費用の額（その額が現に当該特別利用保育に要した費用の額を超え

るときは、当該現に特別利用保育に要した費用の額）を、特別利用教育を提

供する場合にあっては同項第 3 号に規定する内閣総理大臣が定める基準によ

り算定した費用の額（その額が現に当該特別利用教育に要した費用の額を超

えるときは、当該現に特別利用教育に要した費用の額）」を「掲げる額」に改
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め、同条第 3 項及び第 4 項各号列記以外の部分中「支給認定保護者」を「教

育・保育給付認定保護者」に改め、同項第 3 号を次のように改める。 

⑶ 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 

ア 次に掲げる満 3 歳以上教育・保育給付認定子どものうち、その教育・

保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保護者と同一の世帯

に属する者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞれに定める金額

未満であるものに対する副食の提供 

（ア） 法第 19 条第 1 項第 1 号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども 7 万 7,101 円 

（イ） 法第 19 条第 1 項第 2 号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども（特定満 3 歳以上保育認定子ども

を除く。イ（イ）において同じ。） 5 万 7,700 円（政令第 4 条第

2項第 6号に規定する特定教育・保育給付認定保護者にあっては、

7 万 7,101 円） 

イ 次に掲げる満 3 歳以上教育・保育給付認定子どものうち、負担額算

定基準子ども又は小学校第 3 学年修了前子ども（小学校、義務教育学

校の前期課程又は特別支援学校の小学部の第 1 学年から第 3 学年ま

でに在籍する子どもをいう。以下イにおいて同じ。）が同一の世帯に

3 人以上いる場合にそれぞれに定める者に該当するものに対する副

食の提供（アに該当するものを除く。） 

（ア） 法第 19 条第 1 項第 1 号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小

学校第 3 学年修了前子ども（そのうち最年長者及び 2 番目の年

長者である者を除く。）である者 

（イ） 法第 19 条第 1 項第 2 号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのう

ち最年長者及び 2 番目の年長者である者を除く。）である者 

ウ 満 3 歳未満保育認定子どもに対する食事の提供 

第 13 条第 4 項第 5 号、第 5 項及び第 6 項中「支給認定保護者」を「教育・

保育給付認定保護者」に改める。 

第 14 条第 1 項中「法第 28 条第 1 項に規定する特例施設型給付費を含む。

以下この項において」を「法第 27 条第 1 項の施設型給付費をいう。以下」

に、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第 2 項

中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。 
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第 16 条第 2 項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改

める。 

第 17 条中「支給認定子どもの」を「教育・保育給付認定子どもの」に、「支

給認定子ども又はその保護者」を「当該教育・保育給付認定子ども又は当該

教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第 18 条中「支給認定子どもに」を「教育・保育給付認定子どもに」に、「支

給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者」に改める。 

第 19 条の見出し中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に

改め、同条中「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに

係る教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第 20 条第 5 号中「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の」を

「第 13 条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける」に改め

る。 

第 21 条第 1 項及び第 2 項ただし書、第 24 条（見出しを含む。）、第 25 条

並びに第 26 条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め

る。 

第 27 条第 1 項及び第 2 項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子

ども」に改め、同条第 3 項中「支給認定子どもに」を「教育・保育給付認定

子どもに」に、「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに

係る教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第 28 条第 1 項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改

める。 

第 30 条第 1 項中「支給認定子ども又は支給認定保護者」を「教育・保育給

付認定子ども又は教育・保育給付認定保護者」に、「支給認定子どもの」を「教

育・保育給付認定子どもの」に、「支給認定子ども等」を「教育・保育給付認

定子ども等」に改め、同条第 3 項及び第 4 項中「支給認定子ども等」を「教

育・保育給付認定子ども等」に改める。 

第 32 条第 2 項及び第 4 項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子

ども」に改める。 

第 34 条第 2 項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改

め、同項第 2 号中「に規定する提供した特定教育・保育に係る必要な事項」

を「の規定による特定教育・保育の提供」に改め、同項第 3 号中「に規定す

る」を「の規定による」に改める。 
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第 35 条第 1 項及び第 2 項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子

ども」に改め、同条第 3 項中「を含むものとして、この章」を「を、施設型

給付費には特例施設型給付費（法第 28 条第 1 項の特例施設型給付費をいう。

次条第 3 項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、前節」に、「支給

認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、「とする」を「と、第 13 条

第 2 項中「法第 27 条第 3 項第 1 号に掲げる額」とあるのは「法第 28 条第 2

項第 2 号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第

4 項第 3 号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育

給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を除く。）」と、同号イ（イ）中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利

用保育を受ける者を含む。）」とする」に改める。 

第 36 条第 1 項中「次項」を「以下この条」に、「支給認定子ども」を「教

育・保育給付認定子ども」に改め、同条第 2 項中「支給認定子ども」を「教

育・保育給付認定子ども」に改め、同条第 3 項中「含む」を「、施設型給付

費には特例施設型給付費を、それぞれ含む」に、「この章」を「前節」に、「第

13 条第 4 項第 3 号中「除き、同項第 2 号に掲げる小学校就学前子どもについ

ては主食の提供に係る費用に限る。）」とあるのは「除く。）」を「「同号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数」とある

のは「同項第 1 号又は第 2 号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子どもの総数」と、第 13 条第 2 項中「法第 27 条第 3 項第 1 号

に掲げる額」とあるのは「法第 28 条第 2 項第 3 号の内閣総理大臣が定める

基準により算定した費用の額」と、同条第 4 項第 3 号イ（ア）中「教育・保

育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育

を受ける者を含む。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を除く。）」」

に改める。 

第 37 条の見出しを削り、同条第 1 項中「のうち、家庭的保育事業にあって

は、その」を「（事業所内保育事業を除く。）の」に、「）の数を」を「）の数

は、家庭的保育事業にあっては」に改め、「小規模保育事業Ａ型をいう」の次

に「。第 42 条第 3 項第 1 号において同じ」を、「小規模保育事業Ｂ型をいう」

の次に「。第 42 条第 3 項第 1 号において同じ」を加え、「、その利用定員の

数を」を削り、「附則第 4 条」を「附則第 3 条」に改める。 

第 38 条第 1 項中「利用者負担」を「第 43 条の規定により支払を受ける費

用に関する事項」に改める。 
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第 39 条第 1 項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改

め、同条第 2 項中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子

ども」を「満 3 歳未満保育認定子ども（特定満 3 歳以上保育認定子どもを除

く。以下この章において同じ。）」に、「支給認定子どもが」を「満 3 歳未満保

育認定子どもが」に改め、同条第 3 項中「支給認定保護者」を「教育・保育

給付認定保護者」に改め、同条第 4 項中「支給認定子ども」を「満 3 歳未満

保育認定子ども」に改める。 

第 40 条第 2 項中「法第 19 条第 1 項第 3 号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する支給認定子ども」を「満 3 歳未満保育認定子ども」に改める。 

第 41 条中「支給認定子ども」を「満 3 歳未満保育認定子ども」に改める。 

第 42 条第 1 項各号列記以外の部分中「この項」を「この項から第 5 項ま

で」に改め、同項第 1 号中「支給認定子ども」を「満 3 歳未満保育認定子ど

も」に改め、同項第 2 号中「いう」の次に「。以下この条において同じ」を

加え、同項第 3 号中「支給認定子ども」を「満 3 歳未満保育認定子ども」に、

「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第 4 項中

「支給認定子ども」を「満 3 歳未満保育認定子ども」に改め、同項を同条第

9 項とし、同条第 3 項中「事業所内保育事業を行う者であって、」を「事業所

内保育事業（」に改め、「もの」の次に「に限る。次項において「保育所型事

業所内保育事業」という。）を行う者」を加え、同項を同条第 7 項とし、同項

の次に次の 1 項を加える。 

8  保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児童福祉法第 6 条の 3 第 12

項第 2 号に規定する事業を行うものであって、市長が適当と認めるもの（附

則第 4 条において「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）について

は、第 1 項の規定にかかわらず、連携施設の確保をしないことができる。 

第 42 条第 2 項中「前項」を「第 1 項」に改め、同項を同条第 6 項とし、同

条第 1 項の次に次の 4 項を加える。 

2  市長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設の

確保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の

全てを満たすと認めるときは、前項第 2 号の規定を適用しないこととする

ことができる。 

⑴ 特定地域型保育事業者と前項第 2 号に掲げる事項に係る連携協力を行

う者との間でそれぞれの役割の分担及び責任の所在が明確化されてい

ること。 

⑵ 前項第 2 号に掲げる事項に係る連携協力を行う者の本来の業務の遂行
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に支障が生じないようにするための措置が講じられていること。 

3  前項の場合において、特定地域型保育事業者は、次の各号に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める者を第 1 項第 2 号に掲げる事項

に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

⑴ 当該特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は事

業所（次号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所に

おいて代替保育が提供される場合 小規模保育事業Ａ型若しくは小規

模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号において「小規模

保育事業Ａ型事業者等」という。） 

⑵ 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を

勘案して小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市が認

める者 

4  市長は、特定地域型保育事業者による第 1 項第 3 号に掲げる事項に係る

連携施設の確保が著しく困難であると認めるときは、同号の規定を適用し

ないこととすることができる。 

5  前項の場合において、特定地域型保育事業者は、児童福祉法第 59 条第 1

項に規定する施設のうち、次に掲げるもの（入所定員が 20 人以上のものに

限る。）であって、市長が適当と認めるものを第 1 項第 3 号に掲げる事項に

係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

⑴ 法第 59 条の 2 第 1 項の規定による助成を受けている者の設置する施

設（児童福祉法第 6 条の 3 第 12 項に規定する業務を目的とするものに

限る。） 

⑵ 児童福祉法第 6 条の 3 第 12 項に規定する業務又は同法第 39 条第 1 項

に規定する業務を目的とする施設であって、同法第 6 条の 3 第 9 項第 1

号に規定する保育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要する費

用に係る地方公共団体の補助を受けているもの 

第 43 条第 1 項中「（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育を含む。

以下この条及び第 50 条において準用する第 14 条において同じ。）」を削り、

「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、「（当該特定地

域型保育事業者が特別利用地域型保育を提供する場合にあっては法第 30 条

第 2 項第 2 号の規定により市が定める額とし、特定利用地域型保育を提供す

る場合にあっては同項第 3 号の規定により市が定める額とする。）」を削り、

同条第 2 項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、

「（その額が現に当該特定地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当
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該現に特定地域型保育に要した費用の額）をいい、当該特定地域型保育事業

者が特別利用地域型保育を提供する場合にあっては法第 30 条第 2 項第 2 号

に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現

に当該特別利用地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特別

利用地域型保育に要した費用の額）を、特定利用地域型保育を提供する場合

にあっては同項第 3 号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した

費用の額（その額が現に当該特定利用地域型保育に要した費用の額を超える

ときは、当該現に特定利用地域型保育に要した費用の額）」を削り、同条第 3

項から第 6 項までの規定中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護

者」に改める。 

第 46 条第 5 号中「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の」を

「第 43 条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける」に改め

る。 

第 47 条第 1 項及び第 2 項ただし書中「支給認定子ども」を「満 3 歳未満保

育認定子ども」に改める。 

第 49 条第 2 項各号列記以外の部分中「支給認定子ども」を「満 3 歳未満保

育認定子ども」に改め、同項第 2 号中「に規定する提供した特定地域型保育

に係る必要な事項」を「の規定による特定地域型保育」に改め、同項第 3 号

中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第 50 条中「特定地域型保育事業」を「特定地域型保育事業者、特定地域型

保育事業所及び特定地域型保育」に改め、同条後段を次のように改める。 

この場合において、第 11 条中「教育・保育給付認定子どもについて」と

あるのは「教育・保育給付認定子ども（満 3 歳未満保育認定子どもに限り、

特定満 3 歳以上保育認定子どもを除く。以下この節において同じ。）につい

て」と、第 12 条の見出し中「特定教育・保育」とあるのは「特定地域型保

育」と、第 14 条の見出し中「施設型給付費等」とあるのは「地域型保育給

付費等」と、同条第 1 項中「施設型給付費（法第 27 条第 1 項の施設型給付

費をいう。以下」とあるのは「地域型保育給付費（法第 29 条第 1 項の地域

型保育給付費をいう。以下この項及び第 19 条において」と、「施設型給付

費の」とあるのは「地域型保育給付費の」と、同条第 2 項中「特定教育・

保育提供証明書」とあるのは「特定地域型保育提供証明書」と、第 19 条中

「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と読み替えるものとす

る。 

第 51 条第 1 項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改
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め、同条第 2 項中「支給認定子どもの」を「教育・保育給付認定子どもの」

に、「同項第 3 号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」を

「満 3 歳未満保育認定子ども」に、「当該特定利用地域型保育」を「、当該特

定利用地域型保育」に、「支給認定子どもを」を「教育・保育給付認定子ども

を」に改め、同条第 3 項中「含むものとして、この章（第 39 条第 2 項及び第

40 条第 2 項を除く。）」を「、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費（法

第 30 条第 1 項の特例地域型保育給付費をいう。次条第 3 項において同じ。）

を、それぞれ含むものとして、この章（第 40 条第 2 項を除き、前条において

準用する第 8 条から第 14 条まで（第 10 条及び第 13 条を除く。）、第 17 条か

ら第 19 条まで及び第 23 条から第 33 条までを含む。次条第 3 項において同

じ。）」に改め、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、第 39 条第 2 項中「利用の申込みに係る法第 19 条第

1 項第 3 号に掲げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込み

に係る法第 19 条第 1 項第 1 号に掲げる小学校就学前子どもの数」と、「満

3 歳未満保育認定子ども（特定満 3 歳以上保育認定子どもを除く。以下こ

の章において同じ。）」とあるのは「法第 19 条第 1 項第 1 号又は第 3 号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（第 52 条

第 1 項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該

特定利用地域型保育の対象となる法第 19 条第 1 項第 2 号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）」と、「法第 20

条第 4 項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況

を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満 3 歳未満保育認定子

どもが優先的に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを受けた順序

により決定する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、基

本方針等に基づく選考その他公正な方法により」と、第 43 条第 1 項中「教

育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別

利用地域型保育の対象となる法第 19 条第 1 項第 1 号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定

保護者を除く。）」と、同条第 2 項中「法第 29 条第 3 項第 1 号に掲げる額」

とあるのは「法第 30 条第 2 項第 2 号の内閣総理大臣が定める基準により

算定した費用の額」と、同条第 3 項中「前 2 項」とあるのは「前項」と、

同条第 4 項中「前 3 項」とあるのは「前 2 項」と、「掲げる費用」とあるの

は「掲げる費用及び食事の提供（第 13 条第 4 項第 3 号ア又はイに掲げる

ものを除く。）に要する費用」と、同条第 5 項中「前各項」とあるのは「前
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3 項」とする。 

第 52 条第 1 項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改

め、同条第 2 項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、

「当該特別利用地域型保育」を「、当該特別利用地域型保育」に改め、同条

第 3 項中「含む」を「、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費を、そ

れぞれ含む」に改め、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、第 43 条第 1 項中「教育・保育給付認定保護者」とあ

るのは「教育・保育給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象となる法

第 19 条第 1 項第 2 号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども（特定満 3 歳以上保育認定子どもに限る。）に係る教育・保

育給付認定保護者に限る。）」と、同条第 2 項中「法第 29 条第 3 項第 1 号に

掲げる額」とあるのは「法第 30 条第 2 項第 3 号の内閣総理大臣が定める

基準により算定した費用の額」と、同条第 4 項中「掲げる費用」とあるの

は「掲げる費用及び食事の提供（特定利用地域型保育の対象となる特定満

3 歳以上保育認定子どもに対するもの及び満 3 歳以上保育認定子ども（政

令第 4 条第 1 項第 2 号に規定する満 3 歳以上保育認定子どもをいう。）に

係る第 13 条第 4 項第 3 号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」

とする。 

附則第 2 条第 1 項中「（法第 27 条第 3 項第 2 号に掲げる額（特定教育・保

育施設が」とあるのは「（当該特定教育・保育施設が」と、「定める額とする。）

をいう。）」とあるのは「定める額をいう。）」を「教育・保育給付認定保護者

（満 3 歳未満保育認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（満

3 歳未満保育認定子ども（特定保育所（法附則第 6 条第 1 項に規定する特定

保育所をいう。次項において同じ。）から特定教育・保育（保育に限る。第 19

条において同じ。）を受ける者を除く。以下この項において同じ。）」に、「（法

第 27 条第 3 項第 1 号に規定する額」とあるのは「（法附則第 6 条第 3 項の規

定により読み替えられた法第 28 条第 2 項第 1 号に規定する内閣総理大臣が

定める基準により算定した費用の額」を「当該特定教育・保育」とあるのは

「当該特定教育・保育（特定保育所における特定教育・保育（保育に限る。）

を除く。）」に改める。 

附則中第 3 条を削り、第 4 条を第 3 条とする。 

附則第 5 条中「特定地域型保育事業者」の次に「（特例保育所型事業所内保

育事業者を除く。）」を加え、「5 年」を「10 年」に改め、同条を附則第 4 条と

する。 
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附 則 

この条例は、令和元年 10 月 1 日から施行する。 
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議案第 60 号 

 

浜田駅関連施設条例の一部を改正する条例について 

 

浜田駅関連施設条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田駅関連施設条例の一部を改正する条例 

 

浜田駅関連施設条例（平成 21 年浜田市条例第 29 号）の一部を次のように

改正する。 

第 2 条に次の 1 号を加える。 

⑶ 駐輪場 

第 3 条の見出しを「（開館時間等及び休館日等）」に改め、同条本文中「及

び休館日」を「又は開場時間及び休館日又は休場日」に改め、同条ただし書

中「休館日」の次に「若しくは休場日」を加え、同条に次の 1 号を加える。 

⑶ 駐輪場 

ア 開場時間 終日 

イ 休場日 無休 

第 4 条の見出しを「（物販施設等の使用許可）」に改め、同条第 1 項及び第

2 項中「施設等」を「物販施設等」に改める。 

第 5 条の見出しを「（物販施設等の使用の制限）」に改める。 

第 6 条の見出しを「（物販施設等の特別設備等の制限）」に改め、同条中「施

設等」を「物販施設等」に改める。 

第 7 条の見出しを「（物販施設等の目的外使用等の禁止）」に改め、同条中

「施設等」を「物販施設等」に改める。 

第 8 条の見出しを「（物販施設等の使用料）」に改める。 

第 10 条中「施設等」を「物販施設等」に改める。 

第 12 条を第 17 条とする。 

第 11 条に次の 1 項を加え、同条を第 16 条とする。 

2  市長は、駐輪場に駐車する自転車等の亡失又は損傷について、その賠償

の責めを負わない。 

第 10 条の次に次の 5 条を加える。 

（駐車対象車両） 

第 11 条 駐輪場に駐車することができる車両は、道路交通法（昭和 35 年法

律第 105 号）第 2 条第 1 項第 10 号に規定する原動機付自転車及び同項第

11 号の 2 に規定する自転車（以下「自転車等」という。）とする。 

（駐輪場における禁止行為） 

第 12 条 駐輪場においては、次に掲げる行為をしてはならない。 

⑴ 関係職員の指示又は区画線若しくは標識に従わないで自転車等を駐

車させること。 
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⑵ 他の自転車等の駐車を妨げること。 

⑶ その他管理運営上支障がある行為をすること。 

（自転車等の放置の禁止） 

第 13 条 駐輪場を使用する者は、駐輪場内に自転車等を放置してはならな

い。 

（自転車等の放置に対する措置） 

第 14 条 市長は、前条の規定に違反して自転車等が放置されていると認め

るときは、自転車等の所有者又は使用者（以下「所有者等」という。）に対

し、当該自転車等を他の適切な場所に移動するよう警告することができる。 

2  市長は、前項の規定による警告を受けた自転車等の所有者等が、なお当

該自転車等を相当の期間放置していると認めるときは、当該自転車等を撤

去し、保管することができる。 

（駐輪場の使用料） 

第 15 条 駐輪場の使用料は、無料とする。 

附 則 

この条例は、令和元年 10 月 1 日から施行する。 
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議案第 61 号 

 

浜田市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改

正する条例について 

 

浜田市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように定める。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改

正する条例 

 

浜田市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（平成 17 年浜田

市条例第 257 号）の一部を次のように改正する。 

第 4 条中第 1 号を削り、第 2 号を第 1 号とし、同条第 3 号中「免職」を「懲

戒免職」に改め、同号を同条第 2 号とし、同条第 4 号を同条第 3 号とする。 

第 5 条第 2 項第 1 号中「前条第 3 号」を「前条第 2 号」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 62 号 

 

浜田市水道給水条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市水道給水条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市水道給水条例の一部を改正する条例 

 

浜田市水道給水条例（平成 29 年浜田市条例第 40 号）の一部を次のように

改正する。 

第 7 条第 1 項中「の規定により指定」を「の指定（法第 25 条の 3 の 2 第 1

項の指定の更新を含む。）」に改める。 

第 33 条第 1 号中「第 7 条第 1 項」を「法第 16 条の 2 第 1 項」に改め、同

条中第 4 号を第 5 号とし、第 3 号を第 4 号とし、第 2 号を第 3 号とし、第 1

号の次に次の 1 号を加える。 

⑵ 法第 25 条の 3 の 2 第 1 項の指定の更新をするとき 1 件につき 5,000

円 

第 37 条第 1 項中「第 5 条」を「第 6 条」に改める。 

附 則 

この条例は、令和元年 10 月 1 日から施行する。 
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議案第 63 号 

 

市道路線の廃止について 

 

次のとおり市道の路線を廃止することについて、道路法第 10 条第 3 項の

規定により、議会の議決を求める。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 



起       点

終       点

佐野町イ118番5地先

佐野町イ720番地21地先

殿町83番204地先

殿町83番122地先

金城町七条イ1033番5地先

金城町下来原121番地先

以下余白

4.3 m

市道廃止路線

路線番号 路   線   名 延  長
敷 地 の 敷 地 の

最大幅員 最小幅員

00-2-033 佐野新開線 1,225.1 m 13.0 m

2.0 m

浜田255号線 46.7 9.3 6.5m m03-3-255 m

40-2-015 東七条下来原線 3,665.2 m 45.8 m
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廃 止

浜田医療センター

浜田駅

石見公民館佐野分館

佐野新開線

延長 1,225.1m
幅員 13.0m～4.3ｍ

浜田255号線
延長 46.7m

幅員 9.3m～6.5m
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廃 止

東七条下来原線

延長 3,665.2m
幅員 45.8m～2.0ｍ
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議案第 64 号 

 

市道路線の認定について 

 

次のとおり市道の路線を認定することについて、道路法第 8 条第 2 項の規

定により、議会の議決を求める。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 



起       点

終       点

殿町83番204地先

殿町107番6

相生町3907番4

相生町3907番4

片庭町86番45

片庭町86番45

金城町七条イ1033番5地先

金城町七条ニ167番1

旭町今市1133番1地

旭町今市1134番1地

以　下　余　白

市道認定路線

路線番号 路   線   名 延  長
敷 地 の 敷 地 の

最大幅員 最小幅員

10.2 m

03-3-564 浜田564号線 19.6 m 7.0 m 4.0 m

03-3-255 浜田255号線 212.1 m 25.4 m

5.0 m03-3-565 浜田565号線 32.4 m 9.0 m

6.6 m

40-2-015 東七条下来原線 2,865.2 m 45.8 m 2.0 m

51-3-113 今市113号線 17.7 m 8.7 m
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認 定

浜田255号線

延長 212.1m

幅員 25.4m～10.2m

丸山内科クリニック

浜田564号線

延長19.6m

幅員7.0m～4.0ｍ
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認 定

浜田565号線

延長32.4m
幅員9.0m～5.0ｍ

東七条下来原線

延長 2,865.2m
幅員 45.8m～2.0ｍ
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認 定

今市113号線
延長 17.7ｍ
幅員 8.7ｍ～6.6ｍ

浜田市立

旭小学校

家
古
屋
川

今市113号線
延長 17.7ｍ
幅員 8.7ｍ～6.6ｍ
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1 

同意第 3 号 

 

浜田市教育委員会委員の任命について 

 

浜田市教育委員会委員に次の者を任命したいので、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律第 4 条第 2 項の規定により、議会の同意を求める。 

 

令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 



2 

 

住  所 浜田市上府町イ 659 番地 6 

職  業 特定非営利活動法人役員 

氏  名 花 田  香 

生年月日 昭和 45 年 2 月 24 日 

 

 

（参 考） 

前任者   花 田  香（令和元年 11 月 18 日まで） 

任 期   4 年 

根拠法   地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 5 条第 1 項 



3 

同意第 4 号 

 

浜田市公平委員会委員の選任について 

 

 浜田市公平委員会委員に次の者を選任したいので、地方公務員法第 9 条の

2 第 2 項の規定により、議会の同意を求める。 

 

  令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



4 

 

住 所 浜田市殿町 25 番地 1 

職 業 団体役員 

氏 名 小 澤 孝 子 

生年月日 昭和 29 年 12 月 2 日 

 

 

（参 考） 

前任者   小澤 孝子（令和元年 11 月 17 日まで） 

任 期   4 年 

根拠法   地方公務員法第 9 条の 2 第 10 項 

 



5 

同意第 5 号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 人権擁護委員候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法第 6

条第 3 項の規定により、議会の意見を求める。 

 

  令和元年 9 月 2 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 

 

住 所 浜田市金城町七条イ 977 番地 21 

職 業 無職 

氏 名 森 内 純 子 

生年月日 昭和 30 年 10 月 21 日 

 

 

（参 考） 

前任者   森 内 純 子（令和元年 12 月 31 日まで） 

任 期   3 年 

根拠法   人権擁護委員法第 9 条 

 


